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別紙 

 

テレビ放送受信障害解消に対する処理要領 

 

１ 目的 

この処理要領は、自衛隊施設の建設工事（工事の実施細目について（防整技第７

１６７号。２８．３．３１）第２第１号に規定する建設工事（ただし、整備工事及

び提供財産保全工事を除く。）をいう。以下同じ。）に伴い、その周辺居住者等の有

するテレビ受信機（以下「受信機」という。）に地上デジタル放送受信障害（以下

「受信障害」という。）が生じた場合又は生じることが明らかな場合において、共

同受信施設を設置する等により受信障害を解消し、業務の円滑な推進を図ることを

目的とする。 

２ 適用範囲 

この処理要領は、自衛隊施設の建設に伴い、その周辺居住者等の有する受信機（Ｎ

ＨＫと受信契約が締結されている受信機をいう。以下同じ。）に自衛隊施設建設と

因果関係の認められるＵＨＦ放送の受信障害が生じた場合又は生じることが明ら

かな場合における障害の解消について適用する。 

３ 用語の定義 

この処理要領において次に掲げる用語の意義は、以下のとおりとする。 

⑴ 「受信障害」とは、受信機の受信品位を著しく損うこと（付表による品質評価

５、品質評価４及び品質評価３であるものが品質評価２又は品質評価１になるこ

と。）をいう。 

⑵ 「共同受信施設」とは、共同受信アンテナで受信した電波を有線で各戸に分配

することにより受信障害を解消する施設のうち、共同受信アンテナから受信者側

の軒先に設ける保安器までをいう。 

⑶ 「個別受信施設」とは、受信障害を受ける各戸に設置されている既存のアンテ

ナであって位置、高さ、方向等を調整したもの又は新たに設置する個別の高性能

アンテナ等、個別に受信障害を解消する施設で、個別のアンテナ及び個別のアン

テナから受信機までの同軸ケーブル並びにこれらの付属物をいう。 

⑷ 「ＣＡＴＶ施設」とは、放送法施行規則（昭和２５年６月３０日電波監理委員

会規則第１０号）の有線テレビジョン放送事業者が設置した有線電気通信設備を

いう。 

⑸ 「受信者」とは、自衛隊施設の建設に伴い受信障害が生じていると確認された

受信機の所有者をいう。 

４ 事前調査 

自衛隊施設の建設に伴い、受信障害が生じると想定される場合は、着工前に、電

波障害事前調査を実施し、障害予測範囲を把握しておくものとする。 

５ 受信障害の確認 

受信障害の申し出があったときは、工事の外部足場が撤去された後に、事前調査

に準じて事後調査を行い、双方の結果を比較検討のうえ、自衛隊施設の建設が原因



であるかどうか確認するものとする。 

６ 受信障害解消方法の決定及び受信障害解消のための措置 

⑴ ４の事前調査の結果等により、受信障害が生じることが明らかな場合は、共同

受信施設、個別受信施設、ＣＡＴＶ施設（又はこれらの組合せ）による解消方法

について経済性を検討のうえ決定し、当省の負担により受信障害解消のための措

置を講じるものとする。 

⑵ ５により自衛隊施設の建設による受信障害であることが確認されたときは、 

当省の負担により受信障害解消のための措置を講じるものとする。 

⑶ 自衛隊施設の建設中に、受信障害が発生し、完成までの期間が相当長期にわた

る場合は、仮設的な受信障害解消のための措置を講じることができるものとする。 

７ 施設の維持管理 

⑴ 当省が設置した共同受信施設は、法令の定めるところにより国有の財産とす 

る。 

⑵ 共同受信施設の維持管理（整備点検、増幅器の維持、有線の共架等）は、基本

的には当省の責任と負担で行うものとする。 

ただし、受信者の住戸内施設の維持管理は、原則として、それぞれの受信者に

行わせるものとする。 

⑶ 共同受信施設は、受信者に無償で使用させるものとする。 

⑷ 共同受信施設の設置に先立ち、受信者との間に別紙様式第１を標準として協 

定書を作成し、共同受信施設の設置後の施設の使用及び維持管理の責任と負担の

範囲等を明確にするものとする。 

⑸ 個別受信施設の維持管理は、原則として、それぞれの受信者に行わせるものと

し、別紙様式第２を標準として同意書を徴しておくものとする。 

⑹ ＣＡＴＶ施設の利用に先立ち、受信者との間に別紙様式第３を標準として協 

定書を作成し、ＣＡＴＶ施設の使用及び維持管理の責任と分担の範囲等を明確に

するものとする。 

⑺ 共同受信施設及びＣＡＴＶ施設による受信障害対策工事の完了時には、受信 

者から別紙様式第４を標準として完了確認書を徴し、受信障害が解消したことを

確認しておくものとする。 

８ 後住者の取扱い 

共同受信施設の設置後において、受信障害区域内へ新たに転入した者（以下「後

住者」という。）が、同施設の利用を申し出たときは、利用させることができる。 

ただし、これにより新たに必要となる施設及び維持管理の費用は、後住者の負担 

とする。 

９ 委任規定 

この要領に定めるもののほか、必要な事項は、整備計画局施設整備官が定めるも

のとする。 

  



付表 

地上デジタル放送評価表 

画像評価 内 容 

３ 

２ 

１ 

正常に受信。 

ブロックノイズや画面フリーズあり。 

受信不能。 

品質評価 内 容 

５ 

４ 

３ 

２ 

１ 

きわめて良好：画像評価３で、BER≦1E-8 

良好：画像評価３で、1E-8＜BER＜1E-5 

おおむね良好：画像評価３で、1E-5≦BER≦2E-4 

不良：画像評価３ではあるがBER＞2E-4、または画像評価２ 

受信不能：画像評価１ 

BER：ビット誤り率 

  



別紙様式第１ 

 

協定書（共同受信施設用） 

 

テレビ共同受信組合代表者    を甲とし、    駐屯地司令を乙とし、地方

防衛局長を丙として、建設に係るテレビ放送受信障害の解消及びこれに伴う維持管

理に関して次のとおり協定を締結する。 

（受信障害解消施設の設置） 

第１条 丙は、次に表示する施設の建設が原因となって、この協定書締結時において、

テレビ放送受信障害を受けている甲の構成員のために、障害を解消するのに必要

な共同受信施設を丙の経費負担により設置する。 

建物の名称 

所在地 

２ 前項のテレビ放送受信障害を解消するために必要な共同受信施設は、次に掲げ

るものとする。 

⑴ 共同受信アンテナ及びその支持物等 

⑵ 共同受信アンテナからテレビ受信機の所有者の住戸の軒先に設置する保安器

及び保安器までの同軸ケーブル及びその支持物等 

⑶ ⑵の同軸ケーブルの中間又は端部に必要に応じて接続された増幅器、混合（分

波）器、分配器、分岐器、保安器等 

３ 引込線（住戸の軒先に設置される保安器の出力端子からテレビ受信機までのケ

ーブル等及びその支持物）は、甲の構成員が自らの経費負担により設置するものと

する。 

４ 受信障害解消施設の設置完了は、完了確認書をもって行うものとする。 

（補償電波） 

第２条 テレビ放送受信障害の解消を必要とする対象テレビジョン放送電波は、次

に掲げるものとする。 

ＵＨＦ：ＮＨＫ総合（ ｃｈ）、ＮＨＫＥテレ（ ｃｈ）、○○テレビ（ ｃｈ）、○

○放送（ｃｈ） 

（受信施設及び土地等の使用） 

第３条 第１条第１項により設置した施設を甲は無償で使用することができる。 

２ 丙が共同受信施設を設置するために、甲の構成員の敷地内の一部等を使用する

場合の用地の使用料については甲の負担とする。 

（維持管理） 

第４条 共同受信施設の維持管理は乙の責任で行うものとし、維持管理の期間は共

同受信施設が不要となるまでの間とする。 

２ 第１条第３項の施設の維持管理は、甲の構成員が自らの責任と経費の負担にお

いて行うものとする。 

（原状回復義務） 

第５条 甲は、甲の構成員の責めに帰すべき理由により、共同受信施設を損傷したと



きは、速やかに乙にその旨を通知するとともに、甲の経費の負担により原状に回復

するものとする。ただし、天災、地変等による不可抗力の場合は、乙又は丙の責任

において行うものとする。 

２ 甲の構成員が前項の義務を履行しない場合は、乙は甲に共同受信施設の廃止を

通告することができる。 

（後住者に対する共同受信施設の利用） 

第６条 甲は、乙又は丙が甲以外のものに共同受信施設を利用させる必要があると

認めたときは、その者に必要な施設を利用させるものとする。 

ただし、これにより新たに必要とする施設及び維持管理の費用はその者の負担と

する。 

（乙及び丙に対する通知） 

第７条 甲は、次のいずれかに該当するときは直ちにその旨を乙及び丙に通知する

ものとする。 

⑴  住所、名称、代表者等を変更し、又は解散したとき。 

⑵  共同受信施設が不要となったとき。 

（異議申立て） 

第８条 丙が共同受信施設を設置した後は、甲は受信障害について、一切の異議の申

立て及び費用の請求をしないものとする。 

（協力義務） 

第９条 甲は、乙及び丙が共同受信設備の設置及び維持管理が円滑に行えるよう乙

及び丙に協力するものとする。 

２ 甲は、乙及び丙が甲に対してテレビ電波の障害に関して調査をし又は報告を求

めてきたときは、これに協力するものとする。 

（損害賠償） 

第 10 条 甲は、本協定に定める義務を履行しないため、乙及び丙に損害を与えたと

きは、その損害を賠償しなければならない。 

（設置場所の変更） 

第 11 条 甲の構成員は、住居等の新築又は改築等により丙が所有する保安器等の施

設を移転しようとする場合は、乙に届け出るものとし、設置場所移転に伴う費用は、

甲の構成員が負担するものとする。 

（継承） 

第 12 条 甲は、甲の施設を第三者に譲渡する等所有権名義に変更を生じる場合は、

甲は責任をもって本協定の主旨を当該第三者に継承させるものとする。 

（定めのない事項） 

第 13 条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関して疑義が生じた事項につい

ては、甲乙丙協議して定めるものとする。 

 

本協定の締結に際して、甲、乙及び丙は本文書を３通作成し、それぞれ１通を保有

する。 

 



  年  月  日 

甲 住所 

氏名   テレビ共同受信組合 

代表者 

 

 

乙 住所 

氏名 

 

 

丙 住所 

氏名 

  



別紙様式第２ 

 

 

同意書 

 

 

建設に係るテレビ放送受信障害については、個別受信施設設置により解

消したので、今後、防衛省に異議申し立てをいたしません。 

 

 

 

  年  月  日 

 

住所 

氏名 

地方防衛局長       殿 

  



別紙様式第３ 

 

協定書（ＣＡＴＶ施設用） 

 

テレビ共同受信組合代表者を甲とし、駐屯地司令を乙とし、地方防衛局長を丙とし、

有線テレビジョン放送事業者を丁として、建設に係るテレビ放送受信障害の解消及

びこれに伴う維持管理に関して次のとおり協定を締結する。 

（受信障害解消施設の設置） 

第１条 丙は、次に表示する施設の建設が原因となって、この協定書締結時において、

テレビ放送受信障害を受けている甲の構成員のために、障害を解消するために必

要な有線テレビジョン放送施設（以下「ＣＡＴＶ施設」という。）を丙の経費負担

により設置する。 

建物の名称 

所在地 

２ 前項のテレビ放送受信障害を解消するために必要なＣＡＴＶ施設は、次に掲げ

るものとする。 

⑴ 受信アンテナからテレビ受信機の所有者の住戸の軒先に設置する保安器及び

保安器までの同軸ケーブル及びその支持物等 

⑵ ⑴の同軸ケーブルの中間又は端部に必要に応じて接続された増幅器、混合（分

波）器、分配器、分岐器、保安器等 

３ 引込線（住戸の軒先に設置される保安器の出力端子からテレビ受信機までのケ

ーブル等及びその支持物）は、甲の構成員が自らの経費負担により設置するものと

する。 

４ 受信障害解消施設の設置完了は、完了確認書をもって行うものとする。 

（補償電波） 

第２条 テレビ放送受信障害の解消を必要とする対象テレビジョン放送電波は、次

に掲げるものとする。 

ＵＨＦ：ＮＨＫ総合（ ｃｈ）、ＮＨＫＥテレ（ ｃｈ）、○○テレビ（ ｃｈ）、○

○放送（ ｃｈ） 

（ＣＡＴＶ施設及び土地等の使用） 

第３条 第１条第１項により設置した施設を甲は無償で使用することができる。 

２ 丁がＣＡＴＶ施設を設置するために、甲の構成員の敷地内の一部等を使用する

場合の用地の使用料については甲の構成員の負担とする。 

（維持管理） 

第４条 ＣＡＴＶ施設の維持管理は丁の責任で行うものとし、維持管理の期間はＣ

ＡＴＶ施設が不要となるまでの間とする。 

２ 丁は、維持管理のための連絡窓口を設け甲の構成員に対して、連絡先を書面にて

通知するものとする。 

３ 第１条第３項の施設の維持管理は、甲の構成員が自らの責任と経費の負担にお

いて行うものとする。 



（原状回復義務） 

第５条 甲は、甲の構成員の責めに帰すべき理由により、ＣＡＴＶ施設を損傷したと

きは、速やかに丁にその旨を通知するとともに、甲の経費の負担により原状に回復

するものとする。ただし、天災、地変等による不可抗力の場合は、丁の責任におい

て行うものとする。 

２ 甲の構成員が前項の義務を履行しない場合は、丁はあらかじめ乙及び丙と協議

のうえ、甲にＣＡＴＶ施設の廃止を通告することができる。 

（乙、丙及び丁に対する通知） 

第６条 甲は、次のいずれかに該当するときは直ちにその旨を乙、丙及び丁に通知す

るものとする。 

⑴ 住所、名称、代表者等を変更し、又は解散したとき。 

⑵ ＣＡＴＶ施設が不要となったとき。 

（異議申立て） 

第７条 丙がＣＡＴＶ施設により受信障害解消のための措置を講じた後は、甲は受

信障害について、一切の異議の申立て及び費用の請求をしないものとする。 

（協力義務） 

第８条 甲は、ＣＡＴＶ施設の設置及び維持管理が円滑に行えるよう丁に協力する

ものとする。 

２ 甲は、乙、丙及び丁が甲に対してテレビ電波の障害に関して調査をし又は報告を

求めてきたときは、これに協力するものとする。 

（損害賠償） 

第９条 甲は、本協定に定める義務を履行しないため、丁に損害を与えたときは、そ

の損害を賠償しなければならない。 

（設置場所の変更） 

第 10 条 甲の構成員は、住居等の新築又は改築等により丁が所有する保安器等の施

設を移転しようとする場合は、丁に届け出るものとし、設置場所移転に伴う費用は、

甲の構成員が負担するものとする。 

（継承） 

第 11 条 甲は、甲の施設を第三者に譲渡する等所有権名義に変更が生じる場合は、

甲は責任をもって本協定の主旨を当該第三者に継承させるものとする。また、丁は、

丁の地位に変更が生じた場合は、丁は責任をもって本協定書の主旨を当該第三者

に継承させるものとする。 

（定めのない事項） 

第 12 条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関して疑義が生じた事項につい

ては、甲乙丙丁協議して定めるものとする。 

 

本協定の締結に際して、甲、乙、丙及び丁は本文書を４通作成し、それぞれ１通を

保有する。 

 

 



  年  月  日 

甲 住所 

氏名   テレビ共同受信組合 

代表者 

 

乙 住所 

氏名 

 

丙 住所 

氏名 

 

丁 住所 

会社名 

代表者 

  



別紙様式第４ 

 

 

完了確認書 

 

 

建設に係るテレビ放送受信障害については、受信障害対策工事が完了し

たことを確認しました。 

 

 

 

  年  月  日 

 

住所 

氏名 

地方防衛局長       殿 


